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育児・介護休業法
改正のポイント

2025年4月1日から、
育児・介護休業法が改正されます。
育児や介護をしながら
働く方を支援するため、
企業も制度の見直しが必要です。

改正のポイント

対象範囲の拡大：小学校3年生修了時まで取得可能に。取
得事由の追加：感染症による学級閉鎖や入園・入学式、卒
園式への参加も対象。取得できる労働者の拡大：週2日以
下勤務の人を除き、ほぼ全ての労働者が取得可能に。

①子の看護等休暇の拡大

小学校就学前の子を養育する労働者も残業免除対象に。

②所定外労働の制限（残業免除）の
対象拡大

従業員300人超の企業も公表義務の対象に。

④育児休業取得状況の
公表義務の拡大

介護に直面した労働者
へ、会社は支援制度の周
知・意向確認が義務化。
介護中の労働者向けテ
レワーク推進が努力義
務に。

⑤介護離職防止のための
支援制度の強化

3歳未満の子を育てる労働者のテレワーク環境を整備す
る努力義務が追加。

③育児のためのテレワーク導入の
努力義務化

企業の対応ポイント

●就業規則・社内制度の見直し 看護休暇や残業免除の範囲を拡大。

●社員への周知と研修実施 管理職・人事向けの研修や社内説明会を行う。

●テレワーク環境の整備 育児・介護を行う社員が柔軟に働ける仕組みを整える。

●育休取得状況の公表準備（300人超の企業） 男性の取得率向上もポイント。

2025年
4月1日施

行！


